
原子力災害対策特別措置法の一部改正案の概要（②） 

 

 

 

 １ 地域原子力防災協議会の法定化 
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 ２ 地域防災計画の作成に当たっての原子力規制委員会の関与 ※赤色部分を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 原子力発電所の所在する地域ごとに設置されている地域原子力防災協議会は、原子力災害に関する地
域防災計画（避難計画を含む。以下「地域防災計画」という。）の作成支援という重要な役割を担ってい
るが、その組織については、防災基本計画に記載があるのみであり、法律上の位置付けが不明確である。 

２ 地域防災計画の作成については、原子力災害の特殊性も踏まえ、原子力の専門家である原子力規制委

員会の関与が必要である。 
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意見 

・地域防災計画作成への支援・確認（Plan） 

・効果的な防災訓練の実施（Do） 

・訓練結果からの反省点の抽出（Check） 

・更なる地域防災計画等の改善（Action） 

 ⇒ ＰＤＣＡサイクルにより、各地域の原子力防災対策を継続的に充実強化 

構成員・・・下記の者又はこれらの者が指定する職員 

※ 対象地域 

① 原子力発電所が所在する都道府県 

② その他政令で定める都道府県 

（現在、13の地域が存在） 
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